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令和５年度 事業報告書 

 

I 事業の概要 

 

  租税資料館は、平成３年５月の設立以来、租税の研究に関する人材の育成に努め

てきたところである。この目的のために、 

 

１ 租税に関する数多くの資料、文献を収集、公開し、利用者に提供を行っている。 

２ 租税に関する人材の育成を目的として、各種の研究助成を行っている。 

３ 租税理論等に関する調査研究の場を提供するために、２階のゼミ室の貸し出しを行

っている。 

 

以下のIIでは、上記とともに、共催事業、租税資料館賞授賞式の式典等についても

併せて記載する。 

 

 

 

Ⅱ 事業の実施状況 

 

 １ 租税に関する数多くの資料、文献を収集、公開 

 

租税資料館では、租税に関する数多くの資料、文献を収集、公開し、これら文献

等については閲覧室内のオープン書架やパソコンを活用し、利用者に提供を行って

いる。 

令和５年度末の時点で租税資料館は和書６万９千冊、洋書６万４千冊、合計１３

万３千冊の書籍を所蔵している。 

閲覧室には、これら蔵書のほか、図書資料検索用等を目的にパソコン５台を配置

しており、和書・洋書の検索や、ＬＥＸ/ＤＢ（ＴＫＣローライブラリー）データ

ベース、レクシス・ネクシス・データベース、ＣＣＨデータベース、 

OECD iLibrary（Taxation・Economics）等の有料コンテンツ及び政府税制調査会

の全答申等を閲覧に供し、利用者の便宜を図っているところである。 

なお、図書検索については、租税資料館のホームページから、和書・洋書の検索

を行えるようにしている。よって、閲覧利用者は予め図書検索を行った上で来館す

ることにより、効率的に資料を収集することができる。 
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「租税資料館賞の受賞作品」については、第１回分から第３２回分までを展示し

て利用者の便を図っている。 

また、「和英対訳法人税法」については、租税資料館のホームページ上で広く閲

覧提供を行っている。令和５年度末現在、平成１７年版～令和５年版の閲覧提供を

行っている。（令和４年１０月の会員登録開始後の閲覧回数２１０回、日本以外で

は６件の閲覧があった。） 

更に、「和英対訳所得税法」についても、令和５年度末現在、平成２８年版～令

和５年版までの公開を行っている。（令和４年１０月の会員登録開始後の閲覧回数

８４回） 

利用者は、著作権法３１条の規定を遵守の上文献資料のコピーを行うことができ

る。 

閲覧室では、持ち込みパソコン等により、ＷｉＦｉによるインターネット利用が

可能である。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
租税資料館４階閲覧室（後方は和書コーナー） 

       （コロナ対策のため椅子の間隔を以前の倍に空けている。） 
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租税資料館閲覧室の利用者数は、平成２４年度から令和元年度の間は２千８百名

から３千名程度で推移していた。 

しかし令和２年度から５年度は、コロナ禍のために閉館とした期間があることや

、予約制（人数制限有り）を取るようになったことなどから最終的に２千１百名程

度となっている。 

 

２ 租税に関する研究助成について 

 

① 租税資料館は、租税に関する著書・論文を広く募集し、その優れた作品につ

いては「租税資料館賞、租税資料館奨励賞」として表彰するとともに、賞金 

（著書８０万円、論文・一般５０万円、論文・奨励賞３０万円）を贈呈するこ

ととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度の場合、令和５年３月末までに応募があった著書４件、論文１１

２件の計１１６件について、研究助成等選考委員会において審査を行った結

果、著書２件、論文２２件（内１７件は奨励賞）を表彰相当として選定し、理

事会の議決を経て、第３２回租税資料館賞の授賞作品を決定した。 

授賞論文については、その全文をホームページに掲載するとともに、論文集
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を作成し、全国各地の大学、税理士会、関係官庁等に配布した。 

なお、令和５年１１月２７日にリーガロイヤルホテル東京において授賞式を

実施し、代表理事から賞状と賞金の贈呈を行った。（なお、授賞式については 

５番にも記載する。） 

 

② 海外留学助成 

    谷口智紀 専修大学法学部教授に対し、海外留学助成を行った。助成金額は 

２５０万円であった。 

    

③ 外国税法等調査研究助成 

   阿部雪子 中央大学商学部の教授に対し、外国税法等調査研究助成を行った。

 助成金額を８０万円であった。   

 

④ 租税等に関する研究書の出版に対する助成 

  令和５年度は、次の４件について出版助成を行った。 

 

        申請者  今村 隆 共著(計2名) 

所属等  日本大学大学院客員教授 

         出版物名 移転価格税制のメカニズムと課題 

              出版社  ㈱中央経済社 

                  助成金額 ２００万円 

 

申請者  鈴木 一水 編著(計16名) 

所属等  神戸大学社会システムイノベーションセンター長・教授  

出版物名  税務会計研究ハンドブック 

―EBPMのための理論・実証分析序説― 

               出版社  同文館出版㈱  

            助成額  １５０万円 

     

申請者  鶴田 廣巳（単著） 

所属等   関西大学名誉教授 

            出版物名  グローバル時代の法人課税と金融課税 

             出版社    ㈱有斐閣 

               助成額    １５０万円 
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申請者  櫻田 譲（単著） 

所属等  北海道大学大学院准教授 

出版物名  会計情報と企業行動 

               出版社    ㈱税務経理協会 

               助成額    ２００万円 

 

 

⑤ 「大学院博士後期課程で租税法や税務会計の調査研究を行う者に対する研究

助成制度」を新たに追加するための検討を行った。 

    助成対象者は、租税法または税務会計を主専攻としている大学院博士後期課

程２年次または３年次在籍者としている。 

 

 

 

 

 

 

 

３ ゼミ室の貸し出し 

 

租税理論等に関する調査研究の場を提供するために、２階のゼミ室の貸し出しを

行っている。 

なお、ゼミ室は最大２４名程度まで利用可能な各種大きさの部屋を用意してい

る。（一部の部屋は可動式パーテーションにより大きさを変更できる。） 
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４ 共催事業 

 

例年、㈱ＴＫＣ税務研究所主催により開催される「ＴＫＣタックスフォーラ

ム」に、租税資料館は共催として参加している。 

令和５年度は下記のとおり開催された。 

 

       記 

 

開催時期  令和５年１０月２０日（金） 

場 所   東京プリンスホテル 

 

講演１ 

講 師   青木 孝典 財務省主税局長 

演 題   税制の当面の諸課題 

 

講演２ 

講 師   神山 弘行 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

演 題   租税法律主義の意義と機能について考える－ 

 

５ 第３２回租税資料館賞授賞式 

 

第３２回租税資料館賞授賞式は、１１月２７日にリーガロイヤルホテル東京に

て、受賞者及び多数の来賓の臨席を得て、厳粛な雰囲気の中、執り行われた。 

租税資料館賞入賞作品は、次のとおり。 

 

 

（１）著書の部 

「日本の中小企業会計制度  ― 歴 史 的 変 遷 と 現 行 シ ス テ ム の 解 明 ― 」  

（㈱中央経済社  2023年 3月）  

稿者  小川  晃司  氏  公認会計士／税理士  

「課税所得計算と企業会計の接点と乖離」  

（同文舘出版㈱  2023年 3月）  

稿者  小林  裕明  氏   

青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科教授、公認会計

士、税理士  
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（２）論文の部 

 

① 一般の部 

「調査受忍義務の円滑な履行のための施策について  

― 納 税 者 の 「 権 利 」 と 行 政 上 の 「 義 務 」 の 観 点 か ら の 考 察 ― 」  

稿者  荒井  雄大  氏   

筑波大学ビジネス科学学術院ビジネス科学研究群院生／元関東信

越国税局職員  

「消費税法における複数者間の役務の提供の内外判定  

― 電 気 通 信 利 用 役 務 の 提 供 の 場 合 ― 」   

稿者  稲見  匡紀  氏  

税理士／筑波大学人文社会ビジネス科学学術院ビジネス科学研究

群院生  

「贈与税の連帯納付義務の問題  ― 承 継 し た 相 続 人 の 債 務 控 除 を 中 心 と し  

て ― 」  

 稿者  畠中  貴幸  氏  

新潟経営大学経営情報学部助教／新潟大学大学院  現代社会文化  

研究科院生  

「“ Tax Expenditures and the Tax Reform Act of 1969 in the 

United States”」  

稿者  茂住  政一郎  氏  

横浜国立大学大学院国際社会科学研究院准教授  

「法人税法 132条の 2の不当性要件に関する考察」  

稿者  吉田  渉  氏  

弁護士、東京国税不服審判所（ 特 定 任 期 付 職 員 ）／一橋大学大学院

法学研究科院生  

 

② 奨励賞の部 

「一時所得の非対価要件の判断基準  ― 東 京 地 裁 令 和 3年 1月 29日 判 決 を 素

材 に し て ― 」  

稿者  阿部  直子  氏  

青山学院大学大学院法学研究科院生  
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「権利発生の原因事実について争われた場合の所得の年度帰属  

 ― 紛 争 解 決 前 の 供 託 時 点 に お け る 管 理 支 配 基 準 の 適 用 を 中 心 と し て ― 」   

稿者  飯嶋  亮  氏  

青山学院大学大学院法学研究科院生  

「遺産の再分割に係る贈与税課税の妥当性の検証  

 ― 遺 産 分 割 協 議 の 合 意 解 除 に よ る 再 分 割 を 中 心 に ― 」   

稿者  石倉  ゆうみ  氏  

大阪経済大学大学院経営学研究科院生  

「事業所得における教育費・資格取得費の必要経費該当性  

 ― 大 阪 高 裁 令 和 ２ 年 ５ 月 ２ ２ 日 判 決 を 題 材 と し て ― 」   

稿者  尾崎  佑樹  氏  

名古屋学院大学大学院経営学部院生  

「法人所得課税上の支払利子控除制限に関する一考察  

 ― 多 国 籍 企 業 の 資 金 調 達 を 巡 る 課 税 問 題 を 中 心 に ― 」   

稿者  柿野  介成  氏  

立命館大学大学院経済学研究科院生  

「組織再編税制における非按分型会社分割の適格該当性  

 ― 権 利 移 転 内 容 の 変 化 を 切 口 と し て ― 」   

稿者  桐島  章嘉  氏  

大阪経済大学大学院経営学研究科院生  

「同族会社の関連経費に対する行為計算否認規定（所税 157条 1項）の適

用に関する一考察  ― 必 要 経 費 の 通 則 規 定 （ 所 税 37条 1項 ） と の 関 係 を 中

心 に ― 」   

稿者  国岡  大輔  氏  

香川大学大学院法学研究科院生  

「残余利益分割法の適用をめぐる所得配分のあり方  

― リ ス ク ・ 超 過 コ ス ト ア プ ロ ー チ の 提 唱 ― 」   

稿者  齋藤  理基  氏  

青山学院大学大学院法学研究科院生  

「債務免除益の所得区分の判断基準  ― 債 務 免 除 益 の 性 質 に 着 目 し た ア プ

ロ ー チ の 提 唱 ― 」   

稿者  佐藤  瞬  氏  

青山学院大学法学研究科院生  
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「ギグワーカーの課税制度のあり方について  

 ― 所 得 区 分 の 違 い に よ る 税 負 担 の 公 平 性 問 題 を 中 心 と し て ― 」   

稿者  田川  功  氏  

立教大学大学院経済学研究科院生  

「第二次納税義務の法的性格とは何か  ― 調 査 官 解 説 か ら 読 み 解 く ― 」   

稿者  谷道  名緒  氏  

東京富士大学大学院経営学研究科院生  

「非居住者との不動産取引に係る源泉徴収義務に関する一考察  

― 非 居 住 者 の 判 定 に お け る 確 認 責 任 の 範 囲 に 係 る 裁 判 例 を 素 材 と し て ― 」   

稿者  中田  弓子  氏  

大原大学院大学会計研究科院生  

「相続資産に対する相続税と所得税の課税の交錯  

 ― 所 謂 「 生 保 年 金 二 重 課 税 事 件 」 と そ の 後 の 裁 判 例 を 題 材 と し て ― 」   

稿者  野崎  博和  氏  

拓殖大学大学院商学研究科院生  

「租税公平主義と租税法律主義の相克問題の再考  

 ― 最 高 裁 令 和 4年 4月 19日 判 決 の 批 判 的 検 討 を 中 心 に ― 」  

稿者  日當  優  氏  

専修大学大学院法学研究科院生  

「事業用の区分所有建物の管理費等の消費税課税区分についての考察」   

稿者  諸橋  陽一  氏  

明治大学大学院グローバル・ビジネス研究科院生  

「所得税法上の「住所」に関する一考察  ― グ ロ ー バ ル 化 ・ IT化 の 進 む 現

代 に お け る 所 得 税 法 上 の 居 住 者 判 定 に つ い て ― 」   

稿者  矢嶋  ますみ  氏  

産業能率大学大学院総合マネジメント研究科院生  

「財産評価基本通達によらない相続税法上の時価評価のあり方  

 ― 最 高 裁 令 和 4年 4月 19日 判 決 を 契 機 と し て ― 」   

稿者  米山  美貴  氏  

青山学院大学大学院法学研究科院生  
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６ 理事会の開催 

 

第１００回 令和５年５月２２日 
     １ 令和４年度事業報告書案について 

２ 令和４年度決算報告書案について 

３ 研究書への出版助成について 

４ 第８２回選考委員会の審議の報告について 

５ 「選考委員会規程」の改定について 

６ 「旅費規程」の改定について 

 

第１０１回 令和５年６月１７日（定款第４５条による） 
１ 理事増田英敏を代表理事に選定すること。（定款第３０条２項） 

２ 理事菅野隆を常務理事に選定するとともに、事務局長とすること。 

（定款第３０条第２項、同第５６条第３項） 

３ 令和４年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）の事業報    

告及び決算報告等を監督官庁である内閣府公益認定等委員会あてに提出

すること。 

４  在職年数が１０年以上で退職する田中建二研究助成等選考委員に対する

表彰（感謝状の贈呈等）を実施すること。 

（研究助成等選考委員会規程   第１３条第１項、同条第３項） 
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第１０２回 令和５年９月２１日（定款第４５条による） 

基本財産であるメルセデスベンツ債が、令和 5 年 9 月 28 日に償還されるこ

とから、償還金により新たに米国国債（１０年債として発行されたもので償

還日が 2032 年 5 月 15 日のもの）を取得することについて 

 

第１０３回 令和５年１０月１１日 
１ 租税資料館賞 著書・論文の表彰について 

２ 第８３回選考委員会の審議の報告について 

 

第１０４回 令和５年１１月１３日（オンライン開催(Ｚｏｏｍによる)） 

１  令和５年度上半期の代表理事及び常務理事の職務執行状況

の報告について 

２ 「研究助成等選考委員会規程」の改定について 

 

第１０５回 令和５年１２月６日（定款第４５条による） 

 株式会社ＴＫＣ第５７期定時株主総会において議決権を行使し、第１

号議案及び第２号議案のそれぞれの議案についていずれも 賛成する

こと 

 

第１０６回 令和６年２月４日（定款第４５条による） 

中央大学商学部の阿部雪子教授に対し、外国税法等調査研究助成を行

うこととし、その助成金額を８０万円とすることについて 

 

第１０７回 令和６年２月１８日（定款第４５条による） 

      申請期限までに提出された６件の出版助成申請について、

研究助成等選考委員会規程第２条により、出版助成の是非

について理事会が研究助成等選考委員会へ諮問することに

ついて 

 

第１０８回 令和６年２月２４日（定款第４５条による） 

専修大学法学部 谷口智紀 教授に対し、海外留学助成を行うこととし、    

その助成金額を２５０万円とすることについて 
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第１０９回 令和６年３月１２日 
１ 令和６年度事業計画書案について 

２ 令和６年度収支予算書案について 

３ 研究助成等選考委員の選任について 

４ 研究助成等選考委員会への諮問について 

５ 新しい助成制度について（「大学院博士後期課程在籍者に対する研究助 

成制度」の追加） 

 

 

 

７ 評議員会の開催 

 

 

第５２回 令和５年６月１２日 
１ 令和４年度事業報告書案について 

２ 令和４年度決算報告書案について 

３  理事の選任について 

４ 定款の改定について 

 

第５３回 令和５年９月２７日（定款第２６条による） 

基本財産であるメルセデスベンツ債が、令和 5 年 9 月 28 日に償還されるこ

とから、償還金により新たに米国国債（１０年債として発行されたもので償

還日が 2032 年 5 月 15 日のもの）を取得することについて 

 

第５４回 令和６年３月１２日 
１ 令和６年度事業計画書案について 

２ 令和６年度収支予算書案について 

３ 新しい助成制度について（「大学院博士後期課程在籍者に対する研究 

助成制度」の追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 研究助成等選考委員会の開催 
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第８２回 令和５年４月２４日 

 

第８３回 令和５年９月２５日 

 

    第８４回 令和６年１月３０日 

 

第８５回 令和６年２月１８日 

    

 

 

 

９ 代表理事及び常務理事の理事会に対する職務執行状況の報告 

（定款第３１条３項） 

   

(1)  令和４年度終了後の報告については、令和５年５月２２日に開催された

第１００回理事会において令和４年度事業報告書及び決算報告書等に基づ

いて行われた。 

（2） 令和５事業年度上半期終了後の報告については、令和５年１１月１３日

にＺＯＯＭによりオンラインで開催された第１０４回理事会において、議

案「令和５年度上半期の収支状況等の報告」について承認決議を得ること

により行われた。    

 

                           以上  


